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《今後の主な予定》 

3 月 17 日(火) 平和運動センター常任幹事会（平和運動センター） 

3 月 26 日(木) 被爆 81 周年原水禁大会第１回実行委員会（東京） 

3 月 26 日(木) NPT 再検討会議原水禁派遣団結団式（東京） 

3 月 28 日(土) シンポジウム「部落問題と資本と国家」（福山人権交流ｾﾝﾀｰ） 

4 月 25 日～5 月 2 日 NPT 再検討会議原水禁派遣団訪米 

4 月 26 日(日) チェルノブイリデー座り込み（慰霊碑前） 

5 月 3 日(日) 5.3 憲法集会（県民文化センター） 

5 月 15 日～17 日 復帰 54 年、第 49 回沖縄平和行進（沖縄） 

横田知事に要請書を手渡す箕牧理事長(中)と
金子代表委員(左) 

 平 和 運 動 セ ン タ ー 通 信 
原水禁ヒロシマニュース 
■発 行：広島県平和運動センター 

        原水爆禁止広島県協議会（広島県原水禁） 

■〒733-0013 広島市西区横川新町７-22 自治労会館 １階 

■ ℡:082-503-5855  FAX:082-294-4555 

■E-mail:h-heiwa@chive.ocn.ne.jp 

■広島県原水禁 ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ http://www.hiroshimaken-gensuikin.org/ 

■ブログ：http://kokoro2016.cocolog-nifty.com/shinkokoro/ 

  －子どもや孫たちに、戦争も核もない、美しい地球を！－ 

Ｎｏ.281 

2026年 

3月号 

 （3月16日） 

   

 

発行責任者 

  大瀬敬昭 

 （事務局長)  

 

非核三原則の堅持・法制化を知事・議長に求める 

―県原水禁と県被団協― 

 

 高市早苗首相が、非核三原則の見直し

を検討していると報道される中、広島県

被団協と広島県原水禁は共同で、３月 4

日、横田美香広島県知事と中本隆広島県

議会議長を訪問し、「非核三原則の堅持

・法制化を求める」要請を行いました。

要請に訪れたのは県被団協から箕牧智之

理事長と熊田哲治事務局長、県原水禁か

ら金子哲夫・髙橋克浩両代表委員と大瀬

敬昭事務局長、そして要請の場を設定し

て頂いた鷹廣純県議会議員です。 

 横田知事への要請では、箕牧理事長が

要請の主旨を述べながら要請書を提出し、

受け取った横田知事から応答がされました。その中で横田知事は、「平成 31 年から、

http://www.hiroshimaken-gensuikin.org/
http://kokoro2016.cocolog-nifty.com/shinkokoro/
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非核三原則の堅持を外務省を通して政府に

要請してきた。昨年の 6 月、12 月にも行

った」と、この間の県としての取り組みが

紹介されるとともに、「核抑止からの脱却

が必要」との考えが述べられました。その

上で、法制化については「政府も非核三原

則の堅持と言っているので、県として要請

する時期にはない」と述べられました。 

 金子代表委員からは、フランス・マクロ

ン大統領の核弾頭増産発言など核兵器の

廃絶・軍縮に逆行するの現状に触れ、

「だからこそ、日本政府として明確な方針

を世界に発信する必要がある」と法制化の重要性を指摘。横田知事からは「（核兵器

が）使われたらおしまいだとしっかり（日本政府にも）認識していただく必要がある。

核と共存できないことを認識してほしい」と応じました。 

 中本議長への要請では、非核三原則の堅持・法制化を県議会として意見書として採択

してほしいことを要請しました。中本議長からは、昨年の 12 月議会で非核三原則の堅

持について意見書を採択していることを紹介したうえで、法制化についても「努力して

みたい」と応じました。また、かつてはなかった長崎県議会との平和記念式典への相互

派遣を始め、「被爆地同士の県議会での連携を深め、核兵器廃絶への機運を高めていき

たい」との考えが示されました。 

 

2026 年 3 月 5 日 

広島県知事 横田美香 様 

 

広島県原爆被害者団体協議会 

理事長  箕牧智之 

原水爆禁止広島県協議会 

                        代表委員 秋葉忠利 

                        代表委員 金子哲夫 

                        代表委員 高橋克浩 

 

日本政府に非核三原則の堅持・法制化を求める要請 

 

広島県におかれましては、核兵器廃絶・被爆者問題の解決に向けてご尽力いただいてお

りますことに感謝申し上げます。 

 2021 年 1 月に核兵器禁止条約が発効し、人類はやっと核兵器との決別に向かおうとし

ています。しかし核を巡る世界情勢は、仏・マクロン大統領の核の傘をヨーロッパに広げ

る発言や、核実験再開を巡る米・トランプ大統領、露・プーチン大統領の応酬、米による

イラン核施設攻撃、中国や朝鮮民主主義人民共和国などの核戦力増強も伝えられるなど、

核兵器使用のハードルが大きく引き下げられています。 

この中で、核抑止論に固執する高市内閣が、非核三原則の見直しを検討していると報道

されています。これまで、非核三原則の法制化を求めてきた日本被団協に対して、「国是

であり法制化の必要なし」と答え続けてきた政府見解を覆すものです。 

非核三原則の放棄は核抑止力への依存を深め、核兵器の廃絶をいっそう遠ざけるもので

中本議長に要請書手渡す箕牧理事長(中)と金

子代表委員(左) 
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す。安全保障環境の変化を理由とする核の脅しは、さらなる核軍拡と緊張を高めるだけで

す。 

抑止力への依存を軽減し、核兵器が使用される懸念を縮小していかなくてはなりません。 

つきましては、非核宣言自治体の代表として非核宣言に基づき、核兵器を「作らず、持

たず、持ち込ませず」という非核三原則を堅持するとともに、非核三原則を法制化し、唯

一の戦争被爆国として、核兵器の廃絶に向けた主導的な役割を果たすよう、政府と国会に

対して要請するようお願いします。 

 

 

紀元節復活反対 2.11 ヒロシマ集会を開催 
 

 「建国記念の日」の２月 11 日、広島弁護士会館で、

「紀元節復活反対！2.11 ヒロシマ集会」（主催・憲

法を守る広島県民会議や広島県平和運動センターなど

5 団体）が約 100 人の参加で開かれました。 

主催者を代表してあいさつした憲法を守る広島県民

会議の壇上正光代表委員は、衆議院選挙結果で改憲勢

力が大きく議席を伸ばしたことに危機感を表明すると

ともに、高市政権が進めるスパイ防止法制定や国家情

報局創設など、軍事力増強に走る安全保障政策を批判

し、運動への結集を呼びかけました。 

記念講演は、『主権在民に反する天皇制と生きてい

る憲法９条』と題してＮＰＯ法人ピースデポ理事の湯

浅一郎さんを講師に行われました。 

湯浅さんはその中で、「世界では、他国の軍事費の増加を受け、安心のために更に軍

事力を増やすという、軍事力による安全保障ジレンマが生じている、と世界の軍事情勢

を紹介するとともに、日本でも、安保法制施行以降の 10 年間で自衛隊は行動範囲を拡

大し、指揮・統制も含め自衛隊の性質が変わってきている」と自衛隊の現状を分析しま

した。 

そのうえで、「2022 年に策定された安保３文書は防衛費の大幅増大や敵地攻撃能力

の保有を明記しているが、それでも『専守防衛』が明記されている。それは、憲法９条

が生きているからだ。高市政権ではこの憲法９条を改憲し憲法９条を捨てようとしてい

る」と危機感を述べるとともに、「私たちが平和を守るためにできることは、平和首長

会議に加盟している自治体（全国の 99％が加盟）に対して、非核三原則の堅持を求める

などの行動を提起すること」と参加者に呼びかけました。 

集会は最後に、アピールを採択した後、戦争をさせないヒロシマ 1000 人委員会の三

木郁子さんから閉会のあいさつがされ終了しました。 

 

 

全国被爆二世協が広島で総会 

全国被爆二世協 事務局長 平野克博 

２月７日（土）から８日（日）、広島自治労会館において２年に一度の全国被爆二世

講演する湯浅さん 
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協総会を開催しました。全国から５０名近い参加者がありました。今総会のメインスロ

ーガンは「被爆二世に対する被爆者援護法の適用をめざす！」です。 

「原爆許すまじ」の斉唱で始まり、これまで亡くなった被爆者・被爆二世に対する黙

とうを行いました。 

まず、崎山昇全国被爆二世協会長からこ

れまでの全国被爆二世協の活動にも触れな

がら、これからの取り組みについて力強い

挨拶がありました。 

続いて来賓の東保行広島県議会議員、金

子哲夫原水禁共同議長、熊田哲治広島県被

団協事務局長、山崎卓也日教組中央執行委

員からお祝いと激励のあいさつがありまし

た。さらに、当日は衆議院選挙と重なり、

参加がかなわなかった森本真治参議院議員

や大野真人連合広島会長などメッセージが紹介されました。また、原水禁中央の谷雅志

事務局長や県原水禁の大瀬敬昭事務局長の参加もありました。 

２０２４年・２０２５年の二年間にわたる経過報告や活動報告を被爆二世協平野事務

局長が行いました。２月２２日には広島の「被爆二世の援護を求める集団訴訟」の最高

裁上告棄却決定が出され、非常に悔しい思いの中での報告でしたが、今後の取り組みに

も触れ、前を向いて闘いを前進させるというものでした。他にも、厚生労働省交渉や被

爆者問題議員懇談会に対する取り組み、放射線影響研究所に対する取り組み、そして、

被爆二世問題を国民的課題に押し上げる連続シンポジウムの取り組みなど多岐にわたっ

て二年間の総括を行いました。 

続いて、２０２６年・２０２７年の運動方針を被爆二世協寺中副会長が行いました。

これまでの取り組みをさらに前進させるという内容でした。その後、質疑応答を経て総

会決議が行われました。日本政府に対し、核兵器の保有や非核三原則の見直しなど絶対

に許されないことや東京電力福島第一原発の汚染水放出停止などを訴え、全員の総意で

採択されました。 

記念講演では「被爆二世の健康と命を守るために」という演題で振津かつみ兵庫医科

大学非常勤講師（遺伝学）よりお話がありました。振津先生からは被爆二世への遺伝的

影響のメカニズムや放射線の遺伝については、国連も含め世界の常識になっているとい

うお話がありました。また、今回の裁判にも触れて、「日本政府は『疑わしきは救済』

という予防原則に沿って国民の命と健康を守るべきだ。」とも述べられました 

二日目は、今後の取り組みとして、方針をより具体的にして提起がありました。集団

訴訟の意義をふまえて取り組みを前進させる。国際的取り組みとして、４月２７日から

ニューヨークで開催される NPT 再検討会議に、被爆二世協から原水禁とともに２名の代

表派遣を行うことも報告されました。その後、参加者からは、各地の取り組みの報告が

行われました。その中で山口被爆二世の会が行っている全国自治体調査（今回の報告は

二世検診にかかわって健康記録簿の実態調査）の報告もありました。 

二日間の議論の中で「被爆二世に対する被爆者援護法への適応を目指す」取り組みの

方向性もあきらかにし、会を閉じることができました。 
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豊かな教育の保証を求め県教委に要請書を提出 
「豊かな教育とくらしを確立する県民

連合」（略称「豊教連」）は、自治労広

島県本部、部落解放共闘会議、部落解放

同盟広島県連合会、広島県教職員組合

（広教組）、広島県同和教育研究協議会

（広同教）、広島県高等学校同和教育推

進協議会（広高同教）、広島私学教職員

組合連合（私教連）及び広島県高等学校

教職員組合（広高教組）の８団体で構成

され、すべての生徒に豊かな教育を保障

することをめざして活動しています。 

2026 年 2 月 9 日(月)県庁にて、神

原悦朗･豊教連議長(自治労広島県本部副

中央執行委員長)が、県教委の竹森潤一･

秘書広報室長に、横田知事及び篠田教育長宛の要請書を提出しました。続いて平賀伸一

事務局長（広高教組執行委員長）が５項目に渡る要請文を読み上げ、各項目の具体及び

補足説明をしました。 

今年度、豊教連として第一に要請したのは、「今後の県立高等学校の在り方に係る実

施計画」（実施計画）を再検討することです。報道された「都市部の県立高校 22 校を

2033 年度までに 9 校に再編する」計画がそのまま実行されると、就学や通学ができな

い生徒が出てくると予測され、公教育の保障にならないと訴えました。とりわけ福山地

区での再編は、異なる３つの課程（全日制２校、定時制３校（昼間１校、夜間２校）、

通信制１校。うち全・定の併設校が１校）の５校を一つの学校にまとめるという強引な

ものであり、各学校で実践されている教育が継承されなくなる恐れが強いことを、通信

制の東高校で卒業生の「生活体験発表」を聞いた在校生の感想内容の深さを例に挙げて、

説きました。中山間地域は再編の対象にしないとしながら、河内高校が再編対象となっ

ていることの矛盾も指摘しました。  

また、毎年度要請している「定員内不合格を認めず、希望するすべての子どもの高校

入学を保障すること」については、2025 年度入学者選抜では前年度からほぼ倍増の

100 人を超える定員内不合格者を出しており（全国ワースト 4）、これは恥ずべきこと

で、学ぶことを求めて入学者選抜を受検した者を門前で閉め出すことは公教育の保障に

ならないことを改めて訴えました。事実、定員内不合格者を多く出した高校では、

2026 年度入学者選抜（一次）で志願者数を大きく減らしている例が多く見られます。

「定員内不合格を出す場合には当該受検生に対し、その理由が丁寧に説明されることが

適切」という 2025 年 7 月の文科省通知を県教委は校長へ通知していますが、実際の対

応は 2024 年度と同様に、簡易開示及び自己情報開示請求としていることが同席した県

教委の担当者から説明され、進歩のなさに怒りを感じました。 

これらに加えて「入学者選抜において、受検生・教職員双方にとって負担になってい

る自己表現を廃止し、2022 年度までの制度に戻すこと」「障害者の高校入学を可能に

し、合理的配慮がされる学校づくりをすること」「高校における一人 1 台コンピュータ

整備で保護者負担を軽減すること」を要請し、参加者からも一言ずつ、県教委の施策に

対する思い述べました。予定時間 30 分を上回り、約 45 分に渡る要請行動となりまし

県教委の竹森秘書広報室長に要請書を手渡す

神原議長(右から 2 人目) 
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た。（報告＝平賀伸一・豊教連事務局長） 

被爆 80 年被爆二世シンポジウム in 広島 
 

 ２０２６年２月１５日（日）に「被爆

80 年 被爆二世シンポジウム in 広島」

を広島原爆資料館地下のメモリアルホー

ルで開催しました。 

 今回のシンポジウムは、原爆被爆二世

問題を国民の皆さんに広く知っていたた

だくこと。そして、被爆二世を被爆者援

護法の中に位置付け、援護の対象にする

運動を進めるという大きな目的で開催し

ました。 

 被爆８０年ということで、２０２５年

６月１１日（水）は東京の衆議院会館で、

１０月１１日（土）は長崎で、そして今回の広島という連続した取り組みでした。いず

れも、全国被爆二世協と広島・長崎の二世団体、そして、原水禁中央と原水禁広島・原

水禁長崎の共催で行いました。 

 広島のシンポジウムでは、開会行事では崎山全国二世協会長の主催者挨拶で始まり、

被爆者問題議員懇談会幹事長の森本真治参議院議員（広島選挙区）と、同幹事の三上え

り参議院議員（同）より来賓のあいさつがありました。 

 シンポジウムでは、平野克博全国被爆二世協事務局長より、被爆二世の現状と思い、

そして、これまでの国への被爆二世に対する援護の取り組みや、１０年間にわたる「被

爆二世の援護を求める集団訴訟」の取り組みなどの報告がありました。この間の裁判の

不当性や被爆二世の健康不安や差別の問題についても訴えがありました。 

 続いて、集団訴訟の弁護団長でもある在間秀和弁護士から、この集団訴訟の意義が語

られました。その中で、「現在の裁判官の核問題に対する危機感のなさ」や「疑わしき

は救済すべきという原則が欠如している。」との報告がありました。 

 続いて、医師の振津かつみさんの報告では、親の受けた放射線の影響がその子どもに

どう影響するのかということを解りやすく解説していただきました。現在、世界的には

次世代への放射線の遺伝的影響は常識となっている。国連においても二世への影響は

「植物や動物を用いた実験研究では、放射線は遺伝的影響を誘発できることは証明され

ている。ヒトはこの点に関して例外ではないであろう。」ということが報告されました。 

 会場からも多くの質問や意見がだされました。「被爆三世への影響はないのだろう

か。」「隔世遺伝の考えは間違っていないのか。」「遺伝的影響と差別の問題をどう考

えるのか。」などでした。一般の参加者の方も多く、被爆二世問題への関心の高さがう

かがえました。 

 終わりに、金子哲夫原水禁共同議長より挨拶があり、「被爆二世問題は多くの国民の

課題としなければならない。今後とも、共に頑張ってこの問題を解決したい。」という

力強いものでした。 

 参加者は、１２０名を超え、多くのマスコミの関心も得られました。実行委員会のみ

なさんのご苦労もあり、大きな成果を上げることができました。今後とも核廃絶・被爆

二世への援護法適用に向け、皆さんとともに取り組みを進めていきたいと思います。 

       全国被爆二世団体連絡協議会 事務局長 平野克博 


